不当給与削減に対する抗議声明
　２０１０年５月２８日、阿久根市長は、職員給与の大幅削減をその内容とする条例改正を専決処分した。

　これは、人権、生活権を無視した職員弾圧であり、議会制民主主義への重大な挑戦である。

今回の削減は、期末手当の支給率を従前の３分の１以下に切り下げるものであり、前代未聞、他に類例をみない暴挙・差別であって、このことにより、職員個々の生活は破綻に瀕することとなる。
勤務労働条件の変更は、労使の交渉事項であるにもかかわらず、何らの事前提案・説明もなく行われた今回の措置は、まさに、自己独裁、無知で血迷った為政者による著しい蛮行であると言わなければならない。
とりわけ、自らの期末手当は５割程度の削減に留めながら、職員へはそれを上回る削減とし、また、市議会議員についても削減していることは、自己に甘く他に痛みを押し付けるこれまでの姿勢を改めて明らかにした権限の乱用にほかならない。

　そもそも、専決処分は、議会が議決すべき事件を議会に代わって首長が例外的に行うものであり、厳格な要件が法定されている。しかしながら、今回の阿久根市長の専決処分は、法律が定めるいずれの要件にも該当せず、違法で無効なものである。
　この暴挙により、職員の生活の破綻はもとより、事務執行への意欲・士気の低下により、公共サービスへの影響は免れない。異常な首長の常軌を逸した所業は厳しく糾弾されるべきものである。
この間、阿久根市長は、議会への出席や説明の拒否を続け、地方自治制度における二元代表制を否定し、議員を選出した市民への説明責任を果たして来なかった。自己に優越した価値を認めず、その思いを遂げるためには、法やあらゆる手続も無視する姿には、市長としてはおろか、民主主義社会の一員としての資格さえ垣間見えない。
　我々は、我々に対するこの暴虐の撤回を求め、今後、あらゆる手段を用いて闘いを進めていく。

　これまで、現市長誕生以来、改革の名の下に何が行われてきたと言うのであろうか。対立、混乱だけが拡大再生産され続け、この地域の対外的なイメージは低下の一途を辿っている。これは、極めて憂慮に堪えないことである。
　我々は、断固とした決意をもって、一連の不当攻撃に屈することなく闘いを取り組み、地域の再生に向けた努力を傾注する覚悟である。

　関係各位のさらなるご支援、ご協力をお願いするものである。
　２０１０年５月３１日
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